
高砂市介護予防・地域交流通いの場事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域の要支援者等が住み慣れた地域で健康で生き生きと

した生活を送ることができるよう、高砂市介護予防・日常生活支援総合事業実

施要綱（以下「実施要綱」という。）第４条第１号イ（ウ）に規定する介護予防

通所型Ｂサービスの事業を実施する団体等に対し、補助金を交付することに関

し、高砂市各種事業等補助金交付規則（昭和４７年高砂市規則第１６号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、介護保険法（平成９年法律第１２３

号。以下「法」という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６

号。以下「施行規則」という。）において使用する用語の例による。 

２ 事業対象者とは、以下に掲げるいずれかの者であって、高砂市地域包括支援

センターのケアマネジメントにより住民主体の通所型サービス（以下「通所型

サービス」という。）の利用の必要性を認められた者をいう。 

(１) 高砂市内に住所を有する法第７条第４項に定める要支援者 

(２) 高砂市内に住所を有する６５歳以上の者であって、施行規則第１４０条

の６２の４第２項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成２７年

厚生労働省告示第１９７号）様式第１の質問項目に対する回答の結果に基

づき、同様式第２に掲げるいずれかの基準に該当する者 

３ 継続利用要介護者とは、施行規則第１４０条の６２の４第３号に規定する

要介護認定によるサービスを受ける前から件継続的に通所型サービスを利用

する居宅要介護被保険者をいう。 

４ 通所型サービスとは、事業対象者及び継続利用要介護者に対し、その居住

地域の通いの場において、地域住民が主体となり、介護予防の体操、レクリ

エーション等の機会の提供、介護予防講和その他の教養講座、利用者同士の

交流会の開催等による日中の居場所づくりを行うものとする。 

（事業の名称） 

第３条 本事業の名称は、「介護予防・地域交流通いの場事業」（以下「事業」と

いう。）という。 

 

 

 

 

 



（補助対象団体） 

第４条 補助金の交付の対象となる団体等は、事業を適正に遂行できる能力を

有していると高砂市長（以下「市長」という。）が認める団体等で、次に掲げる

要件を全て満たすものとする。 

(１) ６５歳以上の者を含む地域住民を主体に構成された任意団体又は特定非

営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非

営利活動法人であること。 

(２) 市内に活動の拠点を有すること。 

(３) 自主的かつ安全に事業を運営することができると認められるものである

こと。 

(４) 事業を実施するために必要な広さを有する場所を市内に確保できるこ

と。 

(５) 営利又は宗教活動若しくは政治活動を目的としていないこと。 

(６) 暴力団又は暴力団員の統制下にないこと。 

(７) 法令及び公序良俗に反する活動を行う団体でないこと。 

(８) 市税を完納していること。 

（補助対象事業等） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業は、地域の事業対象者及び継続利用要

介護者に対し通所型サービスを提供する事業であって、次に掲げる要件を全

て満たすものとする。 

(１) 高砂市内において通所型サービスを実施するものであること。 

 平均利用者数には、第９条に掲げる実施期間を通じて５人以上の事業対

象者及び継続利用要介護者が含まれていること。平均利用者数が５人を下

回る場合は、人数按分により補助対象額を決定するものであること。 

(２) サービスの提供時間は、１回当たり９０分以上であること。 

(３) 毎週２回以上同一の曜日に開催するなど、定期的に事業を実施するもの

であること。ただし、災害等やむを得ない事由により実施が困難な場合

は、この限りでない。 

(４) 施行規則第 １４０条の６２の３第２項各号に掲げる基準を遵守して行

われるものであること。 

(５) 事業の実施に必要な設備及び備品を有して行われるものであること。 

(６) 代表者を定めるほか、事業の実施に関し必要な従事者を配置して行われ

るものであること。 

(７) 地域交流を図るため、各種団体・グループと連携を図るものであるこ

と。 

 



（開設補助対象経費） 

第６条 事業の開設に係る補助金（以下「開設補助金」という。）の交付の対

象となる経費（以下「開設補助対象経費」という。）は、次表のとおりとす

る。 

施設整備費 修繕費、冷暖房工事費等 

需用費 消耗品費、資料印刷費等 

役務費 保険料等 

備品購入費 
机、椅子、事務用品、介護予防に資する機材等の購入に係る費

用等 

（開設補助金の補助率及び限度額） 

第７条 開設補助金の補助率は、開設補助対象経費の１０分の１０以内とし、

その額は、３０万円を上限とする。 

（運営補助対象経費） 

第８条 事業の運営に係る補助金（以下「運営補助金」という。）の交付の対象

となる経費（以下「運営補助対象経費」という。）は、次表のとおりとする。 

報償費 外部講師謝礼等 

需用費 消耗品費、資料印刷費、光熱水費等 

役務費 保険料、通信費等 

使用料及び賃借

料 

会場借上料、機材借上料等  

ただし民間家屋を借り上げる場合は、その家屋の固定資産

税相当額を限度とする 

その他 ボランティアに係る実費等市長が認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、運営補助対象経費としな

い。 

(１) 特定の個人が所有し、又は占有することとなる物品の購入に要する経費 

(２) 会合の飲食費 

(３) 団体の構成員に係る人件費 

(４) その他市長が適当でないと認める経費 

 

 

 

 

 

 

 

 



（運営補助金の補助率及び限度額） 

第９条 運営補助金の補助率は、運営補助対象経費の１０分の１０以内とし、そ

の額は、次表の実施期間及び平均利用者数の欄に掲げる区分に応じ、同表の限

度額の欄に定める額を上限とする。 

実施期間 平均利用者数 限度額 

２月を超え３月以下 

５人以上 

７万５，０００円 

３月を超え６月以下 １５万円 

６月を超え９月以下 ２２万５，０００円 

９月を超え１年以下 ３０万円 

備考  

１ この表において「実施期間」とは運営補助金の交付申請を行う年度におけ

る４月から３月までの通所型サービスの実施期間をいい、「平均利用者

数」とは１月ごとの事業を利用する事業対象者及び継続利用要介護者の見

込みの数の平均をいう。この場合において、平均利用者が５人を下回る場

合の限度額の上限は、該当する限度額を５で除した数に平均利用者数（小

数点以下２位を切捨て）を乗じた額とする。 

２ 補助金の額に １,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

３ 事前交付を受けた運営補助金については、実施期間終了後、実績により精

算するものとする。 

（交付の条件） 

第１０条 事業の実施に当たって、規則第４条第２項の規定により市長が付け

る条件は、次に掲げるものとする。 

(１) 利用者本人ができることや関心のあることに選択的かつ主体的に取り組

めるよう配慮し、利用者がその有する能力を最大限に活用できるようにす

ること。 

(２) 利用者に危険が伴うような強い負荷を伴うことのないよう配慮して行う

こと。 

(３) 地域包括支援センターが行う介護予防支援又は介護予防ケアマネジメン

トに基づく利用者の介護予防の目標が達成できるようプログラムを提供す

ること。 

 



(４) 通所型サービスに従事する者に市が実施する研修を年１回以上受講させ

ること。この場合において、市長は、研修の実施を市以外の者に委託する

ことによって研修の実施に代えることができる。 

(５) 利用の中止、長期の欠席その他の利用者に状況の変化があったときは、

速やかに、地域包括支援センター又は担当の介護支援専門員に連絡するこ

と。  

(６) 通所型サービスを提供する前に体調確認を本人と行い、安全にプログラ

ムが実施できるように配慮すること。 

(７) 発生する事故に備え、ボランティアや利用者を対象とした保険に加入す

るとともに、事故や体調の急変に備え緊急時対応マニュアルを作成し、従

事者に周知徹底を図ること。 

(８) 利用者から利用料を徴収するときは、その額は、実施要綱別表通所型サ

ービスの項の介護予防通所型Ａサービスで規定された別に市長が定める単

位数に１単位の単価を乗じた額の１０分の１に相当する額を超えないもの

とすること。 

(９) 食事を提供するときは、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）に規

定する食品衛生管理者となることができる人員を配置すること。 

(10) 茶菓子を提供するときは、衛生管理に十分留意すること。 

(11) 各月の補助金の交付の対象となる事業の実績を当該月の翌月の末日（３

月分にあっては、４月１０日）までに介護予防・地域交流通いの場事業補

助金月別実績報告書（別記様式）をもって市長に報告すること。 

(12) 次に掲げる帳簿等を当該団体等の所在地に備え付け、証拠書類とともに

整備し、事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておく

こと。 

ア 事業の実施に関し必要な事業記録簿及び金銭出納簿 

イ 活動報告書、収支報告書等の事業の実施に係る記録 

ウ 事業の実施により取得した備品に係る備品台帳 

エ その他市長が必要と認める書類 

(13) 民間家屋を借り上げるときは、その家屋の建築年度が昭和５６年以後の

ものであること。ただし、耐震補強が行われた家屋にあっては、この限り

でない。 

(14) その他市長が必要と認める条件 

（事業の休止又は中止） 

第１０条の２ 補助金の交付を受けた団体等は、事業の実施期間中に当該事業

を休止し、又は中止する場合においても、規則第８条の規定の例により、実

績を報告しなければならない。 



（交付手続） 

第１１条 この要綱による補助金の交付手続は、規則の規定の例による。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。 

    附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

    附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 


